
 京都市非常勤職員公務災害等補償条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年１０月３１日 

京都市長  門 川 大 作 

京都市規則第   号 

京都市非常勤職員公務災害等補償条例施行規則の一部を改正する規則 

京都市非常勤職員公務災害等補償条例施行規則の一部を次のように改正する。 

第２１条第１項第１号中「認めた」を「認める」に、「又は職業能力開発促進法」を「、

職業能力開発促進法」に、「の表に掲げる」を「に規定する」に、「若しくは職業能力開

発促進法」を「、同法」に、「職業能力開発促進法施行規則第３６条の２」を「同省令第

３６条の２」に改め、「「総合大学校職業訓練」という。）を受ける者」の右に「又は公

共職業能力開発施設に準じる施設において実施する教育、訓練、研修、講習その他これら

に類するもの（以下「教育訓練等」という。）として市長が定めるものを受ける者」を、

「いう。）で」の右に「学資又は職業訓練若しくは教育訓練等に要する費用（「以下「」

を、「学資等」の右に「」という。）」を加え、同条第２項第３号中「若しくは専修学校」

を「、専修学校」に、「又は公共職業能力開発施設」を「、公共職業能力開発施設」に、

「これ」を「これら」に改め、「受ける者」の右に「又は公共職業能力開発施設に準じる

施設において中学校を卒業した者、中等教育学校の前期課程を修了した者若しくはこれら

と同等以上の学力を有すると認められる者を対象とする教育訓練等を受ける者」を加え、

同項第４号中「又は」を「、」に、「若しくは職業能力開発総合大学校」を「、職業能力

開発総合大学校」に改め、「総合大学校職業訓練を受ける者」の右に「又は公共職業能力

開発施設に準じる施設において教育訓練等を受ける者（前号に掲げる者を除く。）」を加

える。 

第２１条の９第１項第１号ア中「１８，６００，０００円」を「１７，３５０，０００

円」に改め、同項第２号ア中「１３，０２０，０００円」を「１２，１５０，０００円」

に改め、同項第３号ア中「７，４４０，０００円」を「６，９５０，０００円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ この規則による改正後の京都市非常勤職員公務災害等補償条例施行規則（以下「改正

３７



後の規則」という。）第２１条の規定は、令和４年４月１日以後の期間に係る就学援護

金について適用し、同日前の期間に係る就学援護金については、なお従前の例による。 

３ 改正後の規則第２１条の９第１項の規定は、この規則の施行の日以後に支給すべき事

由が生じた遺族特別援護金について適用し、同日前に支給すべき事由が生じた遺族特別

援護金については、なお従前の例による。ただし、この規則の施行の日から令和５年３

月３１日までの間に支給すべき事由が生じた遺族特別援護金に係る同項各号の規定の

適用にあっては、同項第１号ア中「１７，３５０，０００円」とあるのは「１７，９５

０，０００円」と、同項第２号ア中「１２，１５０，０００円」とあるのは「１２，５

５０，０００円」と、同項第３号ア中「６，９５０，０００円」とあるのは「７，２０

０，０００円」とする。 

 

（行財政局人事部給与課） 

 

 


